
 
 
 

平成１６年度原子力関係経費の見積りについて 
（経済産業省） 

 
平成１５年９月２２日 

 

１．基本方針  

 

１．基本方針 

（１）安全確保の推進 

 原子力発電所を巡る一連の不正問題等を十分に踏まえ、原子力発電施設における

健全性評価基準の整備を始めとする原子力安全規制の実効性向上に向けた取り組

みを行う。 

（２）原子力に対する国民との相互理解の促進 

 原子力に対する国民との相互理解の促進に向け、双方向性と透明性を確保したき

め細かな広聴・広報活動を強化する。 

（３）原子力技術開発の推進 

 提案公募方式による革新的・独創的な実用原子力技術の研究開発を推進する。ま

た、全炉心混合酸化物燃料原子炉施設の技術高度化を図る。 

（４）核燃料サイクルの推進 

 ウラン濃縮技術に関し、新型遠心分離機の開発を推進するとともに、高レベル放

射性廃棄物の地層処分技術の推進など放射性廃棄物対策を強化する。 

（５）原子力立地促進 

平成１５年度下期に従来の交付金を統合した電源立地地域対策交付金の運用実

績等を踏まえ、制度の拡充を図る。 

 

２．１６年度の主な取組及び重点化・合理化事項等  

 

原子力安全関係 

   原子力発電所における一連の不正事案を踏まえ、シュラウド等におけ

る応力腐食割れ亀裂発生特性等を求めることによって健全性評価手法を

整備する。 

 

原子力政策関係 

（１）原子力に対する国民との相互理解の促進 

 インターネット等を活用した双方向コミュニケーション、地域担当官事務所の機

能の強化等、広聴・広報活動の一層の重点化 
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（２）原子力技術開発の推進 

 ○将来の新たな原子力技術の開発 

   提案公募方式による革新的・独創的な実用原子力技術の開発について一定予算

を確保しつつ、メリハリを付けた運用を行う。 

○廃止措置対策 

  商業炉の廃止措置に備えた実証試験等について、平成１５年度で終了する。 

（３）放射性廃棄物対策の強化 

○地層処分技術関連 

 高レベル放射性廃棄物等の地層処分技術の信頼性向上等のための技術開発を

引き続き推進する。最終処分のための概要調査地区公募開始に伴い、概要調査

技術開発へ重点化する。 

○管理型処分技術関連 

  ウラン廃棄物、比較的放射能レベルの高い放射性廃棄物については処分方法の

具体的検討に応じた技術開発を引き続き推進する。極めて放射能レベルの低い放

射性廃棄物については平成１５年度で事業を終了する。 

（４）核燃料サイクルの推進 [六ヶ所核燃料サイクル事業開始に向けた技術開発支援] 

○ ウラン濃縮 

     高速回転が可能な長胴型の新型遠心機（単機）の安全性、信頼性等に関する試

験を実施。 

○ MOX 燃料加工 

   ＭＯＸ粉末混合工程に関する実規模試験を行うための試験設備を整備する。 

（５）新型軽水炉対策 

○ 新型軽水炉対策 

 大間原子力発電所について、全炉心ＭＯＸ炉の技術開発を加速化させる。 

（６）原子力立地関係 [個々の立地地域の実情・ニーズにきめ細かく対応] 

    平成１５年度下期に従来の交付金を統合し、電源立地地域対策交付金を新設。

電源地域のニーズを踏まえ、交付金をより使いやすいものにするとともに、支援

対象事業の追加を行うこととしている。平成１６年度においても、新交付金制度

の運用実績等を踏まえ、地域のニーズに対応し、電源立地により効果的な仕組み

となるよう引き続き制度の拡充を図る。 

（文部科学省計上分） 

○ 核燃料サイクル開発機構 

  深地層研究施設の建設工事に伴う事業拡大、もんじゅ改造工事の着手、ＬＷＴ

Ｆの建設等。 

                （核燃料サイクル開発機構全体として減） 

 



整理番号 経済産業省－０１ 

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 

１．所管省：経済産業省 

２．施策名：革新的実用原子力技術開発費補助金 

３．要求額：                            （百万円） 

 １６年度要求額 １５年度予算額 
一般会計   
電源特会（立地勘定）   
電源特会（利用勘定） 2,652 2,299  
合計 2,652 2,299 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】３（３）革新的原子炉 

【従たる該当分類】６ 原子力の研究、開発及び利用の推進基盤 

５．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

 我が国の原子力分野における技術開発の現状は、新規プラント着工の停滞や電力自

由化の中、研究開発体制を縮小せざるを得ない状況に陥っており、安全性・経済性を

飛躍的に高めるような取組は十分とは言えない。 

 本事業は、そうした情勢に鑑み、安全性・経済性を追求する革新的・独創的な技術

開発課題を発掘し、さらに、競争環境下での技術開発を促進する観点から、提案公募

方式でテーマを募集し補助を行う。 

（２）期待される成果・これまでの成果 

原子力発電及び核燃料サイクルの飛躍的な安全性・経済性の向上に資する革新的・

独創的な原子力実用技術の開発を促進することにより、将来の原子力技術の多様化を

目指す。 

これまでの成果として、平均６～７倍の高い競争率の中、延べ２９件（平成１４年

度現在）の優れた研究開発テーマを採択し、研究開発を実施中。 

６．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

 平成１５年度に中間評価を実施予定。 

７．平成１６年度予算要求内容： 

 平成１６年度は、既採択事業に加え、数件の新規採択を行うために必要な予算を要求。 

８．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

 原子力分野全体を網羅する観点から、文部科学省においても研究開発段階の要素技術

開発を対象とした提案公募制度を実施。対象範囲を明確化するとともに、採択テーマの

重複や採択漏れを防ぐため、情報交換や審査委員の相互乗り入れ等を実施。 

様式２ 



整理番号 経済産業省－０２ 

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 

１．所管省：経済産業省 

２．施策名：全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発費補助金 

３．要求額：                            （百万円） 

 １６年度要求額 １５年度予算額 
一般会計   
電源特会（立地勘定）   
電源特会（利用勘定） 2,500 1,601 
合計 2,500 1,601 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】２―１ 原子力発電の着実な展開 

【従たる該当分類】 

５．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

 全炉心にＭＯＸ燃料を装荷することに伴う、全炉心混合酸化物燃料原子炉施設の原

子炉系、原子炉冷却系、燃料取扱設備等に係る技術開発項目について、設計、解析、

試験等を行い、全炉心混合酸化物燃料原子炉施設の技術の高度化を図る。（１／２補

助） 

（２）期待される成果・これまでの成果 

全炉心混合酸化物燃料原子炉施設の技術の高度化により、全ＭＯＸ炉の実用化に資

することが見込まれる。 

これまでの事業成果として、以下の６件の技術開発課題の高度化技術開発を行った。 

 ・高燃焼度全ＭＯＸ炉心解析手法開発 

 ・高停止能力ほう酸水制御系設備開発 

 ・高燃焼度全ＭＯＸ炉心安全解析手法開発 

 ・過渡時圧力緩和最適化設備開発 

 ・全ＭＯＸ炉心ｲﾝﾀｰﾅﾙﾎﾟﾝﾌﾟ･ｺｰｽﾄﾀﾞｳﾝ特性最適化ｼｽﾃﾑ開発 

 ・全ＭＯＸ炉心ﾌﾟﾗﾝﾄ燃料検査設備開発 

６．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

 平成１８年度に中間評価を実施予定。 

７．平成１６年度予算要求内容： 

 原子炉冷却系等の設備に関する製作設計に着手する。 

８．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

 今後は平成１５年度までに実施された開発成果を実機で実証する。具体的には、平成

２４年の運転開始までに、原子炉施設（実機）の設計、製作、据付、起動試験を行う。

様式２ 



　 　

                                         年    度 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

      　　　　　　　　　　　　  　　　 　 大工程
　　　項　目

<<ＦＭ補助金事業計画>>

　(１)　原子炉設備の
設計・製作等に係る開発

≪原子炉施設（実機）の製作・据付・起動試験≫

開発成果を実機に反映（＊１）

＊１

＊１

　（２）　FM化に伴う開発試験

＊１

＊１

大間原子力発電所主要建設工程とフルＭＯＸ補助金事業計画

製 作（材料加工、精密加工）

現地据付・系統試験

過渡時圧力緩和最適化設備開発

高性能制御棒系設備開発

全炉心ＭＯＸ炉心ｲﾝﾀｰﾅﾙﾎﾟﾝﾌﾟ・ｺｰｽﾄﾀﾞｳﾝ特性最適化ｼｽﾃﾑ
開発

全ＭＯＸ炉心ﾌﾟﾗﾝﾄ燃料検査設備開発

構造設計等
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＊１

・高燃焼度全ＭＯＸ炉心解析手
法開発
・高停止能力ほう酸水制御系
設備開発
・高燃焼度ＭＯＸ炉心安全解析
手法開発

(※)

(※)事前検討

(※)

(※)

全炉心にＭＯＸ燃料を装荷することに伴う、１３５万 ｋＷ級全炉心混合酸化物燃料原子炉施設の原子炉系、原子炉冷却系、燃料取扱設備等に係る技術開発
項目について、設計、解析等を行うとともに、実機に設備を 設置し、試験を行い、実規模での全炉心混合酸化物燃料原子炉施設の技術を確立する。



 

整理番号 経済産業省－０３ 

 

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 

１．所管省：経済産業省 

２．施策名：地層処分技術調査等委託費事業 

３．要求額：                            （百万円） 

 １６年度要求額 １５年度予算額 
一般会計   
電源特会（立地勘定）   
電源特会（多様化勘定） 3,567 3,567 
合計 3,567 3,567 

 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】２－３（１）放射性廃棄物の処分に向けた取組 

【従たる該当分類】 

 

５．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

 平成１２年１１月の原子力長期計画において、高レベル放射性廃棄物については、

「国及び関係機関は、最終処分の安全規制、安全評価のために必要な研究開発や深

地層の科学的研究等の基盤的な研究開発及び地層処分技術の信頼性の向上に関する

技術開発等を積極的に進めていくことが必要」とされている。また、平成１３年７

月の総合資源エネルギー調査会報告書「原子力の技術基盤の確保について」におい

ても、「引き続き国による研究開発が必要な分野」として、高レベル放射性廃棄物処

分、超ウラン核種を含む廃棄物処分が挙げられている。 

 「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」では、高レベル放射性廃棄物の処

分地選定に際して、３段階に及ぶ地区選定プロセスを経て行うことにしている。そ

のうち第１段階の概要調査地区選定は平成１０年代後半、第２段階の精密調査地区

選定は平成２０年代前半を目標に行う予定となっており、そのための調査技術につ

いてはそれぞれ平成１０年代後半、平成２０年代前半までに終了する必要がある。 

 

（２）期待される成果・これまでの成果 

 多くのテーマで技術課題を解決するために必要な基礎データの取得、現状の整理

等が行われ、今後、最終的な成果の導出に向けて、選定された技術の高度化や実証

試験の準備が行われる状況にある。 

 最終的には、高レベル放射性廃棄物処分、超ウラン核種を含む放射性廃棄物処分

の実施に際しての基礎的な技術課題の解決を行うとともに処分技術の信頼性向上に

様式２ 



資するものである。 

 

６．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

 中間評価において、以下のとおり評価されている。 

 科学的・技術的に多くの成果が得られ、また適時、論文等による研究発表が行われ

ており、高レベル放射性廃棄物及び超ウラン核種を含む廃棄物の地層処分技術調査は

順調に進歩しているものと認められる。 

 なお、処分事業の円滑な実施のために、本事業も含めた地層処分関連の研究につい

て、現状を整理しどこに課題が残っているのかが分かるように可視化された研究マッ

プのようなものを作成すると共に、全体を管理して合理的に実施するシステムが必要

である。 

 

７．平成１６年度予算要求内容： 

 平成１６年度概算要求の要求事項に係る施策の内容（内訳など）については、以下の

とおりである。 

地下水年代測定技術調査 

ボーリング技術高度化調査 

海底地下水湧出探査技術高度化調査 

核磁気共鳴非破壊測定技術調査 

地質環境評価技術高度化調査 

高精度物理探査技術高度化調査 

モニタリング機器技術高度化調査 

塩淡境界面形状把握調査 

バリア機能総合調査 

処理技術高度化調査 

遠隔操作技術高度化調査 

ＴＲＵ廃棄物関連処分技術調査 

 

８．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

 特になし。 

 

 



 

整理番号 経済産業省－０４ 

 

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 

１．所管省：経済産業省 

２．施策名：実用発電用原子炉廃炉設備技術実証 

３．要求額：                            （百万円） 

 １６年度要求額 １５年度予算額 
一般会計   
電源特会（立地勘定） 0 1,087 
電源特会（利用勘定）   
合計 0 1,087 

 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】２－３（２） 原子力施設の廃止措置 

【従たる該当分類】２－１ 原子力発電の着実な展開 

 

５．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

 商業用原子炉の廃止措置を推進するため、安全かつ周辺の環境に影響を及ぼさないよ

う円滑に廃止措置が行われることが重要であることから、当該技術の安全性及び信頼性

を確保し、一層の向上を図るための技術実証を行う。 

（２）期待される成果・これまでの成果 

 これまで、廃止措置を行うにあたっての基本技術として除染技術、圧力容器切断技術、

極低レベル放射能測定評価技術等を確立してきた。さらに遠隔解体技術、クリアランス

レベル検認に係る測定技術、廃棄物処理技術等の実証段階にあり、廃止措置全体として

の人的負担の軽減、環境負荷の低減、作業の効率化や合理化等を図ることで、廃止措置

の円滑な実施に資することができる。 

 

６．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

 平成１０年度「資源・エネルギー技術評価検討会（中間評価）」においては、既存の

廃止措置技術に加え被ばく低減、合理性の追求といった本プロジェクトの目的、必要性

について改めて確認され、実際の廃止措置の際にはさらに経済性の向上が必要であるこ

とが確認された。 

 

７．平成１６年度予算要求内容： 

 なし。 

 

８．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

 本研究開発は商業炉の廃止措置を円滑に実施することを目的に昭和５７年度から開

様式２ 



始。軽水炉については、開発された技術を用いて円滑に廃止措置が行われるとの見通し

が得られている。また、途中、平成１０年度の中間評価を踏まえ、当面廃止が想定され

るガス炉を優先して研究開発を実施。なお、「ふげん」については、核燃料サイクル開

発機構において廃止措置準備期間（約１０年間）を利用し、重水系機器解体技術等ふげ

ん固有の課題について、技術開発を行う。 

 



57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

生体遮蔽壁表層はく離
技術確証試験

放射性廃棄物量低減のためのコンク
リート壁の表層はく離技術を確立

原子炉遠隔解体
システム技術確証試験

原子炉を安全・合理的に解体するため
の遠隔解体システム技術を確証中

金属廃棄物をクリアランスレベル以下
に除染・測定する技術を確立

東海発電所の実サンプルを活用し合
理的な除染・測定技術を確証

環境負荷低減・資源有効利用のため
再利用技術を確証

解体前放射能低減
技術確証試験

解体作業時の被ばく低減・作業効率
向上のため配管類の除染技術を確立
（軽水炉）

原子炉圧力容器切断
技術確証試験

作業時の被ばく低減のための水中切
断技術を確立

炉内構造物切断
技術確証試験

板厚の厚いステンレス鋼で構成される
炉内構造物の切断技術を確立

ガス炉 解体廃棄物処理
システム技術確証試験

黒鉛廃棄物の安全・合理的処理技術
を確証

解体廃棄物処理
システム技術確証試験

共通技術

軽水炉

　対象　　　　　　　　　　　　　　　　　年度 成　　　果

建屋残存放射能等評価
技術確証試験

極低レベルの放射性物質濃度の測定
評価技術を確証中

平　成昭　和

黒鉛廃棄物処理技術

解体技術開発向上
（基本試験）
→切断基本技術確立

配管類除染・計測技術向上（基本試験）

ガス炉技術開発

解体技術の合理化・システム技術開発
（基本試験）

解体機能確証試験
（システム化試験）

広範囲、極低レベル放射能等測定
評価技術向上（基本試験） ｸﾘｱﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙ検認に係る測定試験

（実機活用試験）

難測定核種測定技術

金属・コンクリート再利用技術

解体後除染・計測技術

除染・計測技術向上（基本試験）→基礎技術確立

除染・計測技術向上
（実機活用試験）

環境負荷低減技術向上
（基本→プロトタイプ）

解体技術開発向上（基本試験）
→はく離基本技術確立



クリアランスレベル検認についてクリアランスレベル検認について
（解体物、建屋構造物の測定評価に係る検討例）

難測定核種濃度調査、評価

汚染状況調査

履歴調査

事前調査

除染

測定

評価

除染、汚染部除去

代表点＋代表

ｻﾝﾌﾟﾙ測定

全面測定

表面走査＋代表
ｻﾝﾌﾟﾙ測定

ﾊﾞﾙｸ測定

ｸﾘｱﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙ（D/C）評価

難測定核種濃度評価



様式２

整理番号 経済産業省－０５

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要

：経済産業省１．所管省
：遠心法ウラン濃縮事業２．施策名

（百万円）３．要求額
１６年度要求額 １５年度予算額

一般会計
電源特会（立地勘定）

1,464 1,382電源特会（多様化勘定）
1,464 1,382合計

４．長期計画との対応

【主たる該当分類】２－２ 核燃料サイクル事業

【従たる該当分類】

５．施策内容

（１）概要（必要性・緊急性 ：）

我が国におけるウラン濃縮技術や生産能力の維持･向上等のため、世界最高水準の性

能と国際的に比肩し得る経済性を有する新型遠心機を開発する。

ウラン濃縮事業は、既に民間事業として 年から操業を開始し、着実に設備増強1992

をしてきたが、今後は遠心分離機の寿命から順次リプレースが必要。

そのため、現在実用化している金属胴遠心機の約５倍という高い分離性能を有し、か

つ、国際的な濃縮役務価格約 程度（推定）に匹敵する経済性に優れた世界100$/kgSWU

最高水準の遠心分離機を開発しようとするもの。

これによって、我が国における濃縮ウランの供給安定性や核燃料サイクルの自立性の

向上が図られ、また、我が国のエネルギーセキュリティ上大変重要な位置付けを有する

原子力発電のエネルギー供給安定性のより一層の向上に期する。

また、原子力発電にとって濃縮ウランは重要であり、主要な世界のウラン濃縮工場の

老朽化により新たな濃縮工場の建設が必要な時期にさしかかっている状況などを踏まえ

ると、世界最高水準のウラン濃縮技術を保有していることは、我が国の原子力産業全体

の国際的な位置付けの向上や国際競争力の強化につながる非常に重要な政策上の効果が

ある。

（２）期待される成果・これまでの成果：

フェーズⅠとして、平成１４年度、１５年度で新型遠心機の基本仕様の決定を行い、

平成１７年度末までに遠心機の単機開発を中心に、商用カスケード設計に最適な単機と

しての最終仕様決定を行う。



１８年度からのフェーズⅡでは、最終仕様の遠心機を用いたカスケード試験を中心に

行い、商用プラントとしての運転制御要領及び信頼性等の確立を図る。

平成２２年度後半頃から六ヶ所ウラン濃縮工場へ導入予定。

：６．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容

( )評価及びその時期：事前評価（平成１３年度）1

( )検討会名：総合資源エネルギー調査会原子力部会核燃料サイクル技術検討小委員会2

( )検討概要：3

①本事業の技術開発の現状を見ると、既に事業化の見通しが得られつつある段階の技術

があり、計画に従って実現する可能性がある。

②プロトタイプの先導機をベースとする回転胴の基本仕様の確定を早期に図り、その上

で本格的カスケード試験を行うことが適当である。また、製造条件を明らかにする観

点から複数台の遠心機による試験を並行して早期に開始すべきである。

③核不拡散上の制約、国際競争力のある技術を一定期間に開発しなければならいという

本事業の特殊性から国の支援を必要としているが、その支援は合理的範囲に留めるべ

きである。

④遠心機で事業を行っている者、遠心機を開発している者が共に協力することが必要不

可欠である。

７．平成１６年度予算要求内容

平成１６年度の事業計画は、商用カスケード設計に最適な単機としての最終仕様決定

に向けて、以下の技術開発を日本原燃株式会社ウラン濃縮技術開発センターにて行うこ

ととしている。

－ 分離流動性能 ：分離流動試験、性能均一性確認試験

－ 回転性能 ：制振技術開発、回転性能評価、量産組立・ﾊﾞﾗﾝｽ技術開発

－ 安全性 ：ガス粉塵遮断試験、耐震試験、衝撃波及試験

－ 長期信頼性 ：材料開発、材料評価試験、実機長期確認試験

－ 高品質性 ：製造技術開発

－ カスケード試験：カスケード試験設備概念設計

：８．その他（懸案事項、他省との連携状況など）

なし。



 

整理番号 経済産業省－０６ 

 

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 

１．所管省：財務省、文部科学省及び経済産業省所管 

２．施策名：電源立地地域対策交付金 

３．要 求 :                             （百万円） 

 １６年度要求額 １５年度予算額 
一般会計   
電源特会（立地勘定） 108,958 48,201 
電源特会（利用勘定）   
合計 108,958 48,201 

 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】１－４ 立地地域との共生 

【従たる該当分類】 

 

５．施策内容 

（１） 概要（必要性・緊急性） 

 発電用施設の設置及び運転の円滑化を図るため、電源地域における住民の福祉

の向上を目的として行われる公共用施設の設備や各種の事業活動など、ハード、 

ソフト両面に亘る支援策を実施することとし、これに要する費用に充てるため 

地方公共団体に対して交付金を交付する。 

（２）期待される成果・これまでの成果 

  我が国の国民生活、経済活動の持続的発展を確保すべく堅調な電力の伸びに対  

 応可能な電源の開発を推進する。        

６．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

    原子力発電施設等の周辺地域における、給付金交付（電気料金の実質割引）、    

   工業団地の造成、医療施設、社会福祉施設の整備運営、立地企業への資金貸付等  

   に充てられ、電源立地地域の設置に係る地元住民の理解を得ている、更に原子力     

   を始めとする電源立地の一層の促進を図るため、発電用施設を所在、周辺地域に 

   おける事業を重点的に実施すべく、県内の発生電力量を踏まえた県内配分を行っ   

   ている。 

７．平成１６年度予算要求内容： 

    平成１５年度中において、電源立地等初期対策交付金、電源立地促進対策交付 

   金電源立地特別交付金、原子力発電施設等立地地域長期発展対策交付金、水力発 

   電施設周辺地域交付金、電源地域産業育成支援補助金（地方自治体分）を整理・ 

   統合し「電源立地地域対策交付金」を創設したことにより要求。 

８．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

    特になし 

様式２ 









整理番号 経済産業省－０７ 

 

原子力関係経費の見積もりヒアリング 施策概要 

 

１．所管省：経済産業省 原子力安全・保安院 

２．施策名：原子力用ステンレス鋼の耐応力腐食割れ実証事業 

３．要求額：                            （百万円） 

 １６年度要求額 １５年度予算額 
一般会計   
電源特会（立地勘定） 450 412 
電源特会（利用勘定）   
合計 450 412 

 

４．長期計画との対応： 

【主たる該当分類】１－１（１）安全確保の取組 

【従たる該当分類】 

 

５．施策内容 

（１）概要（必要性・緊急性） 

  東京電力における不正事案の再発防止対策をとりまとめた総合資源エネルギー調  

査会原子力安全・保安部会原子力安全規制法制検討小委員会の中間報告では、供用中

の原子力発電設備にひび割れ等が発生した場合の健全性評価手法を整備することが

提案されている。健全性評価にあたり使用する応力腐食割れ（SCC）き裂伝播速度は、

SCC感受性をもつ SUS304及び 316のデータからまとめられているが、SCCの発生

が起こりにくいとされていた SUS304L、SUS316L等の SCCき裂伝播速度はまとめ

られていない。 

  従って、本事業では SUS304L、SUS316L 等に対する SCC き裂発生特性、SCC

き裂伝播速度等を求め、これら材料に即した健全性評価手法を整備し、原子力発電所

の安全対策に資する。 

（２）期待される成果・これまでの成果 

 ・事業者が実施した構造健全性評価に対する保安院としての妥当性判断の根拠を確    

立することにより、原子力プラントの信頼性を実証することで原子力発電所の安  

全対策に資する。 

 ・事業者が実施した構造健全性評価に対する保安院としての妥当性判断の根拠が確 

  立できる。 

 

６．事前評価・中間評価の有無及びその評価の内容： 

   中間評価については、調整中。 

 

 

様式２ 



７．平成１６年度予算要求内容： 

１６年度は、長時間き裂伝播速度のデータを取得し、データベースの充実とともに、

き裂進展予測手法の確立を図るために必要な予算を要求。 

 

８．その他（懸案事項、他省との連携状況など）： 

 特になし。 




